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賃貸住宅を選ぶ層が拡大、不動産着工数の減少…
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供
給
戸
数
と
中
古
マ
ン
シ
ョ
ン
の
成
約

戸
数
、貸
家
の
着
工
戸
数
を
比
較
し
て

い
ま
す
。そ
れ
に
よ
る
と
、２
０
１
３
年

に
ピ
ー
ク
と
な
っ
た
新
築
分
譲
マ
ン
シ

ョ
ン
の
着
工
戸
数
が
２
０
１
５
年
に
貸

今
回
の
調
査
レ
ポ
ー
ト
で
は
、最
初
に

こ
こ
10
年
の
新
築
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の

家
と
逆
転
。２
０
２
２
年
に
は
、貸
家
の

着
工
数
が
新
築
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
着
工

数
の
倍
近
く
に
な
っ
て
い
ま
す
。中
古
マ

ン
シ
ョ
ン
の
成
約
戸
数
も
、増
減
が
あ
り

つ
つ
緩
や
か
に
上
昇
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、「
永
住
目
的
で
新
築
住
宅
を
取
得
す

る
」か
つ
て
の
ゴ
ー
ル
に
加
え
て
、「
中
古

住
宅
を
取
得
」、「
賃
貸
住
宅
を
貸
借
」、

「
売
却
あ
り
き
で
住
宅
取
得
」と
い
う
選

択
肢
が
増
え
て
い
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
一
般
的
に
は
、首
都
圏
を
中
心
に
し
た

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
高
騰
が
、賃
貸

マ
ン
シ
ョ
ン
を
選
ぶ
層
が
増
え
て
い
る
要

因
と
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
よ
う
で
す
。実

際
に
、東
京
23
区
の
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の

価
格
は
、２
０
１
２
年
か
ら
の
10
年
間
で

新
築
は
55
・
９
％
、中
古
は
78
・
４
％
も

上
昇
。そ
の
一
方
で
、賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
の

賃
料
は
14
・３
％
の
上
昇
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す（
図
１
）。

　

賃
料
上
昇
が
緩
や
か
な
理
由
に
つ
い

て
は
、投
資
家
の
存
在
を
指
摘
。コ
ロ
ナ

禍
で
ホ
テ
ル
な
ど
が
影
響
を
受
け
る
な

か
、賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
は
そ
の
安
定
性
で

注
目
を
集
め
ま
し
た
。

　

日
本
の
賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
は
、安
定
し

た
借
入
金
の
金
利
と
投
資
物
件
の
利
回

り
の
差
が
確
保
で
き
る
と
評
価
さ
れ
て

い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、今
後
も
賃
料
の
安

定
に
寄
与
し
て
い
く
と
み
ら
れ
ま
す
。

　

経
済
的
な
側
面
だ
け
で
な
く
、個
人

の
マ
イ
ン
ド
の
変
化
が
賃
貸
の
市
場
規

模
拡
大
に
影
響
し
て
い
る
の
で
は
、と
も

さ
れ
て
い
ま
す
。新
築
志
向
の
弱
ま
り
や
、

中
古
に
対
す
る
慣
れ
が
個
人
の
マ
イ
ン

「
永
住
す
る
た
め
の
家
を
新
築
=

唯
一
の
ゴ
ー
ル
」で
は
な
い
時
代

モ
ノ
に
対
す
る
価
値
観
が

「
所
有
」か
ら「
利
用
」に

賃貸住宅を選ぶ層が拡大、不動産着工数の減少…

以前は、永住するた
めに新築の持ち家を建てる

ことが当たり前でした。しかし、
「首都圏のマンション市場では、この
『常識』は大きく変わってきた」とする
不動産マーケットリサーチレポートが
三菱UFJ信託銀行(株)より発表
されています。内容を詳しく
ご紹介します。

変わりつつある
「不動産と個人の関係性」を
最新レポートから読み解く

出所：不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、東日本
不動産流通機構「首都圏不動産流通市場の動向」、日本不動産研究所・
アットホーム・ケンコーポレーション「住宅マーケットインデックス」を基に三菱 
UFJ信託銀行 が作成
注：賃貸マンションはファミリータイプ（40㎡〜 80㎡）
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分譲マンション価格（新築・中古）、
賃貸マンション賃料の比較（東京23区）
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ン
の
方
が
大
き
く
、入
居
時
点
で
す
で
に

「
中
古
」の
賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
が
選
ば
れ

や
す
い
の
で
は
、と
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、住
宅
を
取
得
す
る
場
合
も
、

将
来
の
売
却
を
前
提
と
し
た
考
え
方
が

広
が
っ
て
い
る
点
を
指
摘
。そ
の
背
景
に

は
、マ
ン
シ
ョ
ン
の
資
産
性
を
重
視
す
る
傾

向
が
あ
る
の
で
は
、と
分
析
し
て
い
ま
す
。

　

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行（
株
）の「
首

都
圏
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
契
約

者
動
向
調
査
」に
よ
る
と
、

マ
ン
シ
ョ
ン
購
入
時
の
理
由

で「
資
産
を
持
ち
た
い
、資

産
と
し
て
有
利
だ
と
思
っ

た
か
ら
」と
回
答
し
た
取
得

者
は
２
０
１
２
年
に
15
・８

％
で
し
た
が
、２
０
２
２
年

に
は
30
・４
％
ま
で
増
加
し

ま
し
た
。

 

「
そ
れ
ぞ
れ
の
ラ
イ
フ
ス
テ

ー
ジ
、置
か
れ
た
環
境
に
合

わ
せ
、固
定
観
念
に
と
ら
わ

れ
な
い
住
宅
選
び
を
行
う

ド
の
変
化
に
あ
た
り
ま
す
。

　

国
土
交
通
省
の「
土
地
問
題
に
関
す

る
国
民
の
意
識
調
査
」に
よ
る
と
、住
宅

に
つ
い
て「
土
地
・
建
物
の
両
方
と
も
所

有
し
た
い
」と
考
え
る
人
の
割
合
は
、こ

こ
10
年
で
79
・８
％
か
ら
65
・５
％
へ
低

下
。こ
の
傾
向
は
20
～
30
歳
代
で
特
に

強
く
、今
後
の
住
宅
取
得
者
の
中
心
と

な
る
年
代
は
、必
ず
し
も「
所
有
」に
こ
だ

わ
ら
な
い
と
い
う
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

過
去
10
年
の
価
格
上
昇
幅
も
新
築
分

譲
マ
ン
シ
ョ
ン
よ
り
中
古
分
譲
マ
ン
シ
ョ

個
人
の
傾
向
が
強
ま
っ
て
い
く
だ
ろ
う
」

と
同
レ
ポ
ー
ト
で
は
ま
と
め
て
い
ま
す
。

 

「
持
た
な
い
」選
択
肢
も
増
え
る
な
か
、

新
築
着
工
数
は
ど
の
よ
う
に
推
移
す
る

の
で
し
ょ
う
か
。そ
れ
に
つ
い
て
は（
株
）

野
村
総
合
研
究
所
が『
２
０
２
３
～
２

０
４
０
年
度
の
新
設
住
宅
着
工
戸
数
』

で
推
計
・
予
測
し
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、新
築
着
工
数
は
２
０

２
２
年
度
の
86
万
戸
か
ら
、２
０
４
０
年

度
に
は
55
万
戸
と
減
少
し
、約
36
％
も

減
る
予
想
で
す
。

　
一
方
、リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
規
模
に
つ
い

て
は
成
長
を
続
け
、２
０
２
１
年
の
約

７・６
兆
円
か
ら
２
０
４
０
年
に
は
8
兆

円
台
後
半
と
な
る
予
測
。前
述
の「
中
古

市
場
の
拡
大
」や「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
資
産

価
値
を
重
視
す
る
傾
向
」と
も
連
動
す

る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に『
２
０
２
３
～
２
０
４
０
年
度

の
新
設
住
宅
着
工
戸
数
』で
は
住
宅
建

設
技
能
者
数
の
不
足
も
予
測
し
て
お
り
、

人
手
不
足
に
よ
り
人
件
費
も
上
が
る
こ

と
で
、建
築
費
が
さ
ら
に
上
昇
す
る
可

能
性
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

国
が
推
進
す
る
空
き
家
対
策
事
業
な

ど
、今
後
は
古
い
も
の
を
活
用
し
資
産

価
値
を
高
め
る
考
え
方
が
主
流
と
な
っ

て
い
き
ま
す
。賃
貸
物
件
に
お
い
て
も
、

築
年
数
に
か
か
わ
ら
ず
資
産
価
値
を
高

め
る
た
め
の
設
備
投
資
が
重
要
な
時
代

が
来
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
レ
ポ
ー
ト
や
予
測
デ
ー
タ

は
、す
ぐ
に
賃
貸
経
営
に
役
立
つ
と
い
う

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、不
動
産
業
界

の
市
況
や
個
人
の
消
費
マ
イ
ン
ド
を
俯

瞰
し
て
把
握
す
る
に
は
と
て
も
有
効
で

す
。ぜ
ひ
、今
後
の
賃
貸
経
営
の
参
考
に

し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

●新築分譲マンションの着工数
を貸家が上回る。賃貸マンショ
ンは賃料が安定。

●「所有」から「利用」に。「売却」
も視野に入れた住宅選びの選
択肢が拡がる。

●古いものを活用し資産価値を
高める考え方が主流となり、設
備投資が重要な時代に。

【まとめ】

「
売
却
を
視
野
に
入
れ
た
取
得
」

住
宅
選
び
の
選
択
肢
が
広
が
る

不
動
産
業
界
の
市
況
や
ニ
ー
ズ
を

俯
瞰
し
て
把
握
す
る

マンションの購入理由（首都圏）図2
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子供や家族のため、家を持ちたいと思ったから
資産を持ちたい、資産として有利だと思ったから
もっと広い家に住みたかったから
現在の住居費が高くてもったいないから
老後の安心のため、住まいを持ちたいと思ったから

出展：「不動産マーケットリサーチレポートVol.226」三菱UFJ信託銀行（株）、
「2023〜2040年度の新設住宅着工戸数」 （株）野村総合研究所

出所：リクルート「首都圏新築マンション契約者動向調査」より
三菱UFJ信託銀行が作成

（％）
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相続登記が義務化
手続きのポイントと注意点

　

近
年
、所
有
者
不
明
の
土
地
が
増
え

て
社
会
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。管
理
さ

れ
て
い
な
い
空
き
家
や
空
き
地
は
、建
物

倒
壊
の
危
険
や
治
安
へ
の
影
響
も
あ
る

こ
と
か
ら
、国
交
省
で
は
こ
れ
ま
で
任
意

と
さ
れ
て
き
た
相
続
登
記
の「
義
務
化
」

に
踏
み
切
り
ま
し
た
。

　

２
０
２
４
年
4
月
1
日
以
降
、相
続

や
遺
贈
で
不
動
産
を
取
得
し
た
人
は
、

「
相
続
の
開
始
お
よ
び
所
有
権
を
取
得

し
た
と
知
っ
た
日
か
ら
3
年
以
内
」に
、

所
有
権
移
転
の
登
記（
相
続
登
記
）の
申

請
が
必
須
と
な
り
ま
す
。具
体
的
に
は
、

必
要
書
類
を
揃
え
て
法
務
局
に
申
請
し
、

登
録
免
許
税
を
払
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

遺
産
分
割
が
あ
る
場
合
は
、遺
産
分

割
の
話
し
合
い
が
ま
と
ま
っ
た
日
か
ら

3
年
以
内
と
さ
れ
て
い
ま
す
。ま
た
、４

月
１
日
よ
り
以
前
に
相
続
し
た
不
動
産

に
つ
い
て
も
、２
０
２
７
年
３
月
31
日
ま

で
に
申
告
手
続
き
が
必
要
で
す
。そ
し
て
、

正
当
な
理
由
な
く
義
務
に
違
反
し
た
こ

と
が
わ
か
っ
た
場
合
は
、10
万
円
以
下
の

過
料
の
適
用
対
象
と
な
る
の
で
気
を
つ

け
ま
し
ょ
う
。な
お
、相
続
人
が
重
病
で

あ
っ
た
り
、申
請
費
用
を
負
担
す
る
経
済

力
が
な
か
っ
た
り
す
る
場
合
な
ど
は「
正

当
な
理
由
」に
あ
た
る
と
さ
れ
ま
す
。

　

相
続
登
記
の
手
続
き
を
す
べ
て
自
分

で
行
う
こ
と
も
不
可
能
で
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、な
か
に
は
司
法
書
士
に
依
頼
し
た

方
が
良
い
ケ
ー
ス
も
存
在
し
ま
す
。相
続

人
が
複
数
い
る
場
合
や
不
動
産
の
数
が

多
い
場
合
、不
動
産
が
遠
方
に
あ
る
場

合
な
ど
は
、相
続
が
複
雑
で
ト
ラ
ブ
ル
が

起
こ
り
や
す
い
の
で
、司
法
書
士
な
ど
の

専
門
家
に
相
談
す
る
と
安
心
で
す
。

　

す
ぐ
に
相
続
登
記
が
で
き
な
い
場
合

は
、同
時
に
新
設
さ
れ
る「
相
続
人
申
告

登
記
」の
活
用
を
お
す
す
め
し
ま
す
。こ

の
制
度
で
は
、簡
易
な
申
請
を
各
相
続
人

が
そ
れ
ぞ
れ
単
独
で
行
え
る
の
で
、他
の

相
続
人
の
承
諾
や
同
意
を
得
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。手
続
き
は
各
市
区
町
村
の

法
務
局
で
申
請
可
能
で
す
。ご
所
有
の
土

地
の
登
記
を
見
直
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

所
有
者
不
明
土
地
が
問
題
化

登
記
を
任
意
か
ら
義
務
へ

複
雑
な
登
記
は
専
門
家
に
相
談

簡
易
な
申
請
制
度
の
活
用
も

相続登記が義務化
手続きのポイントと注意点

2024年4月1日から、相続登記が義務化されます。この改正は、
相続した家や土地を故人名義のままにしている人も対象となりますので、

申請の期限や注意点を解説します。

履行期間内の簡易な申請で、ひとまず
相続人としての登記義務を履行したも
のとみなされる制度が新設されました。
ポイントは以下の4つです。

2024年4月から施行スタート

※詳しくは法務省のホームページをご確認ください

●各相続人が単独かつ自分のタイ
ミングで申告できるので、遺産分
割協議がまとまらない場合でも義務
不履行による罰金を回避できます

●自分が登記名義人の相続人であ
ることがわかる戸籍謄本などを提出
するだけで足ります

●法務局へ申告する際の手数料は
かかりません

●相続人申告登記は権利関係を示
しているわけではないため、売却
などの際には正式な相続登記が必
要となります

義務化と同時に新設
「相続人申告登記」とは


